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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第25期 

第３四半期 
連結累計期間 

第26期 
第３四半期 

連結累計期間 
第25期 

会計期間 
自2020年10月１日 
至2021年６月30日 

自2021年10月１日 
至2022年６月30日 

自2020年10月１日 
至2021年９月30日 

売上高 （百万円） 583,758 667,133 810,540 

経常利益 （百万円） 70,720 87,016 97,590 

親会社株主に帰属する 

四半期（当期）純利益 
（百万円） 51,001 56,229 69,582 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 54,193 68,971 74,483 

純資産 （百万円） 326,832 376,068 347,143 

総資産 （百万円） 828,425 965,462 879,913 

１株当たり四半期（当期） 

純利益 
（円） 405.04 447.66 552.40 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益 
（円） 403.48 446.62 550.41 

自己資本比率 （％） 33.2 33.1 33.4 

 

回次 
第25期 

第３四半期 
連結会計期間 

第26期 
第３四半期 

連結会計期間 

会計期間 
自2021年４月１日 
至2021年６月30日 

自2022年４月１日 
至2022年６月30日 

１株当たり四半期純利益 （円） 144.78 134.07 

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
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２【事業の内容】 

当社グループは、2022年１月１日付で当社が営んでいた戸建関連事業及びその他の事業等を、会社分割により当社

の100%子会社である「株式会社オープンハウス」（「株式会社オープンハウス準備会社」より商号変更）に承継させる

とともに、当社の商号を「株式会社オープンハウスグループ」に変更し、持株会社体制に移行いたしました。 

なお、その他の主要な関係会社における異動はありません。 

 

［事業系統図］ 

 当社グループの主要な関係会社及び事業内容を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 
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第２【事業の状況】 

１【事業等のリスク】 

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。 

（１）経営成績の状況 

 当社グループは、中期経営計画「行こうぜ１兆！2023」（2021年９月期～2023年９月期）に掲げる経営目標の達

成に向け、業務に取り組んでおります。 

 当第３四半期連結累計期間におきましては、販売が堅調な戸建住宅を始めとした実需の不動産に加えて、収益不

動産及びアメリカ不動産等の投資用不動産が好調に推移したことにより、業績は伸長いたしました。 

 その結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高は667,133百万円（前年同期比14.3％増）、営業利

益は83,969百万円（同15.3％増）、経常利益は87,016百万円（同23.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

56,229百万円（同10.3％増）となりました。 

 

 セグメント別の概況は次のとおりであります。 

 

（戸建関連事業） 

 戸建関連事業につきましては、売上高は376,558百万円（前年同期比7.4％増）、営業利益は48,588百万円（同

2.3％減）となりました。これは、従前から新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて広まった新しい生活様式

のもと、自宅にワークスペース等を求める需要が継続しており、売上高は堅調に推移しておりますが、第２四半

期連結会計期間から、資材価格高騰の影響を受け原価が上昇したこと等により、前第３四半期連結累計期間と比

較して利益率が低下したことによるものであります。 

 

①仲介（オープンハウス） 

 2022年４月に兵庫県西宮市に西宮営業センター、群馬県太田市に太田営業センターを開設いたしました。こ

れにより、東京都、神奈川県、愛知県、埼玉県、福岡県、千葉県、大阪府、兵庫県及び群馬県の９都府県にお

いて計64店舗の営業センターを通じて、販売力の強化に努めてまいりました。 

 

②戸建分譲（オープンハウス・ディベロップメント） 

 首都圏、名古屋圏、福岡圏及び関西圏の都心部において、新築一戸建住宅並びに土地分譲等を展開しており

ます。都心部の戸建住宅に対する需要の高まりを受け、当第３四半期連結累計期間における引渡は順調に推移

いたしました。その結果、売上高は248,874百万円（前年同期比10.2％増）となりました。 

 

③戸建分譲(ホーク・ワン） 

 首都圏及び名古屋圏の準都心部において、新築一戸建住宅の分譲に注力してまいりました。その結果、売上

高は89,184百万円（前年同期比1.2％増）となりました。 

 

④建築請負（オープンハウス・アーキテクト） 

 建売住宅を分譲する一般法人向け建築請負棟数が増加したこと等により、当第３四半期連結累計期間におけ

る業績は堅調に推移いたしました。その結果、内部取引を含む売上高は45,026百万円（前年同期比3.8％増）

となりました。 
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（マンション事業） 

 マンション事業につきましては、物件の竣工時期が第４四半期連結会計期間に集中しておりますが、物件の引

渡及び今後の業績に影響する販売契約並びに用地仕入等は計画通りに進捗しております。 

 その結果、売上高は24,858百万円（前年同期比90.8％増）、営業利益は1,932百万円（同575.4％増）となりまし

た。 

 

（収益不動産事業） 

 収益不動産事業につきましては、金融機関による投資家及び物件の選別が進む中、当社グループが顧客とする

事業法人、富裕層が投資対象とする賃貸マンション、オフィスビル等に対する需要は高く、販売は好調に推移い

たしました。 

 その結果、売上高は106,403百万円（前年同期比24.7％増)、営業利益は12,855百万円（同36.3％増）となりま

した。 

 

（その他） 

 その他につきましては、資産分散を目的とするアメリカ不動産に対する投資需要が高く、販売は好調に推移い

たしました。 

 その結果、売上高は54,192百万円（前年同期比72.8％増）、営業利益は7,159百万円（同95.9％増）となりまし

た。 

 

（プレサンスコーポレーション） 

 プレサンスコーポレーションにつきましては、主要販売エリアの近畿圏、東海・中京圏及び首都圏、沖縄を含

む地方中核都市の中心部において、好立地の投資用及びファミリーマンションの販売に注力いたしました。 

 その結果、売上高は105,116百万円（当セグメントは、前第２四半期連結会計期間よりプレサンス社の連結子

会社化に伴い新たに追加したため、前年同期比は記載しておりません。）、営業利益は14,766百万円（同）となり

ました。 

 

（２）財政状態の分析 

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は965,462百万円となり、前連結会計年度末と比較して85,549百万

円増加しました。これは主として、販売用不動産及び仕掛販売用不動産が合わせて120,177百万円増加した一方、

現金及び預金が27,929百万円減少したこと等によるものであります。 

 負債の合計は589,393百万円となり、前連結会計年度末と比較して56,624百万円増加しました。これは主とし

て、短期借入金及び長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）が合わせて51,112百万円増加したこと等に

よるものであります。 

 純資産の合計は376,068百万円となり、前連結会計年度末と比較して28,925百万円増加しました。これは主とし

て、利益剰余金が40,897百万円、為替換算調整勘定が8,317百万円増加した一方、自己株式の取得により純資産が

23,763百万円減少したこと等によるものであります。 

 

（３）経営方針・経営戦略等 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。 

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

（５）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

３【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 325,200,000 

計 325,200,000 

②【発行済株式】 

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（2022年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2022年８月12日） 

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名 

内容 

普通株式 126,284,700 126,284,700 
東京証券取引所 

プライム市場 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら限

定のない当社における

標準となる株式であり

ます。なお、単元株式

数は100株でありま

す。 

計 126,284,700 126,284,700 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】 

①【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

②【その他の新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総数 

増減数 
（株） 

発行済株式総数 
残高 

（株） 

資本金 
増減額 

（百万円） 

資本金 
残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

2022年４月１日～

2022年６月30日 
－ 126,284,700 － 20,070 － 19,853 

 

（５）【大株主の状況】 

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】 

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

①【発行済株式】 

2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式  － － － 

議決権制限株式（自己株式等）  － － － 

議決権制限株式（その他）  － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,400 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 126,263,200 1,262,632 － 

単元未満株式 普通株式 18,100 － － 

発行済株式総数  126,284,700 － － 

総株主の議決権  － 1,262,632 － 

②【自己株式等】 

2022年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 

株式数 
（株） 

他人名義所有 
株式数 
（株） 

所有株式数の 
合計 

（株） 

発行済株式総数に対する 
所有株式の割合 

（％） 

㈱オープンハウスグループ 
東京都千代田区

丸の内2-4-1 
3,400 － 3,400 0.00 

計 － 3,400 － 3,400 0.00 

 

２【役員の状況】 

 該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】 

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年10月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 

（１）【四半期連結貸借対照表】 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度 

(2021年９月30日) 
当第３四半期連結会計期間 

(2022年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 337,731 309,802 

営業未収入金及び契約資産 1,929 1,606 

販売用不動産 90,402 90,691 

仕掛販売用不動産 337,726 457,614 

営業貸付金 36,878 37,148 

その他 26,421 18,984 

貸倒引当金 △362 △381 

流動資産合計 830,727 915,467 

固定資産   

有形固定資産 21,297 22,290 

無形固定資産 3,031 3,001 

投資その他の資産 ※ 24,856 ※ 24,702 

固定資産合計 49,185 49,994 

資産合計 879,913 965,462 

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,166 1,283 

営業未払金 20,850 29,079 

電子記録債務 4,713 7,746 

短期借入金 104,684 134,572 

１年内償還予定の社債 242 242 

１年内返済予定の長期借入金 57,142 46,649 

未払法人税等 18,239 9,835 

引当金 4,695 3,454 

その他 44,503 48,974 

流動負債合計 256,237 281,838 

固定負債   

社債 10,605 10,484 

長期借入金 264,502 296,220 

株式給付引当金 257 - 

退職給付に係る負債 311 338 

資産除去債務 150 209 

その他 705 302 

固定負債合計 276,532 307,555 

負債合計 532,769 589,393 

純資産の部   

株主資本   

資本金 19,939 20,070 

資本剰余金 29,068 29,350 

利益剰余金 244,248 285,145 

自己株式 △0 △23,763 

株主資本合計 293,256 310,802 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 12 14 

為替換算調整勘定 540 8,858 

その他の包括利益累計額合計 552 8,872 

新株予約権 551 426 

非支配株主持分 52,782 55,967 

純資産合計 347,143 376,068 

負債純資産合計 879,913 965,462 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2020年10月１日 
 至 2021年６月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2021年10月１日 

 至 2022年６月30日) 

売上高 583,758 667,133 

売上原価 472,153 534,715 

売上総利益 111,605 132,418 

販売費及び一般管理費 38,763 48,448 

営業利益 72,842 83,969 

営業外収益   

受取利息 12 84 

受取配当金 13 1,748 

受取家賃 113 120 

為替差益 - 3,427 

持分法による投資利益 1,435 407 

その他 690 500 

営業外収益合計 2,266 6,288 

営業外費用   

支払利息 2,248 2,626 

支払手数料 724 370 

投資有価証券評価損 917 - 

その他 496 245 

営業外費用合計 4,387 3,242 

経常利益 70,720 87,016 

特別利益   

負ののれん発生益 15,475 - 

特別利益合計 15,475 - 

特別損失   

段階取得に係る差損 11,095 - 

関係会社株式売却損 - 119 

特別損失合計 11,095 119 

税金等調整前四半期純利益 75,100 86,896 

法人税等 22,315 26,254 

四半期純利益 52,785 60,641 

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,783 4,412 

親会社株主に帰属する四半期純利益 51,001 56,229 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2020年10月１日 
 至 2021年６月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2021年10月１日 

 至 2022年６月30日) 

四半期純利益 52,785 60,641 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3 3 

為替換算調整勘定 1,400 8,314 

持分法適用会社に対する持分相当額 3 13 

その他の包括利益合計 1,407 8,330 

四半期包括利益 54,193 68,971 

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 52,412 64,570 

非支配株主に係る四半期包括利益 1,780 4,401 
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【注記事項】 

（会計方針の変更） 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与え

る影響はありません。 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理） 

（税金費用の計算） 

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ま

た、見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、重要な加減算項目や

税額控除項目を考慮して税金費用を算定しております。 

（追加情報） 

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り） 

 前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に

関する会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定については、重要な変更はありません。なお、新型コロナウ

イルス感染症の収束時期等の見積りには不確実性を伴うため、将来における財政状態、経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。 

 

（棚卸資産の保有目的の変更） 

 棚卸資産の一部について、販売から賃貸へ保有目的を変更したことに伴い、販売用不動産469百万円を有形固

定資産に振替えております。 

 

（有形固定資産の保有目的の変更） 

 有形固定資産の一部について、自社利用及び賃貸から販売へ保有目的を変更したことに伴い、土地及び建物

200百万円を仕掛販売用不動産、賃貸等不動産878百万円を販売用不動産に振替えております。 

（四半期連結貸借対照表関係） 

※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

 
前連結会計年度 

（2021年９月30日） 
当第３四半期連結会計期間 

（2022年６月30日） 

投資その他の資産 18百万円 18百万円 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

 なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びの

れんの償却額は、次のとおりであります。 

 
前第３四半期連結累計期間 
（自 2020年10月１日 

至 2021年６月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 2021年10月１日 

至 2022年６月30日） 

減価償却費 648百万円 1,017百万円 

のれんの償却額 302 302 
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（株主資本等関係） 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2020年10月１日 至 2021年６月30日） 

１．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

2020年12月23日 

定時株主総会 
普通株式 5,032 40 2020年９月30日 2020年12月24日 利益剰余金 

2021年５月14日 

取締役会 
普通株式 6,297 50 2021年３月31日 2021年６月11日 利益剰余金 

 

（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2021年10月１日 至 2022年６月30日） 

１．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

2021年12月22日 

定時株主総会 
普通株式 7,819 62 2021年９月30日 2021年12月23日 利益剰余金 

2022年５月13日 

取締役会 
普通株式 7,829 62 2022年３月31日 2022年６月10日 利益剰余金 

 

（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2020年10月１日 至 2021年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

 報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）２ 

 
戸建関連 

事業 
マンション

事業 
収益不動産 

事業 
その他 

プレサンス
コーポレー

ション 
計 

売上高         

外部顧客への

売上高 
350,547 13,029 85,312 31,364 103,505 583,758 - 583,758 

セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

- 471 41 222 0 736 △736 - 

計 350,547 13,500 85,354 31,586 103,506 584,495 △736 583,758 

セグメント利益 49,745 286 9,431 3,655 10,857 73,975 △1,133 72,842 

（注）１．セグメント利益の調整額△1,133百万円には、セグメント間取引消去148百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△1,282百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（重要な負ののれん発生益） 

 「プレサンスコーポレーション」セグメントにおいて、プレサンス社の株式を取得し連結子会社とした

ことにより、負ののれん発生益を認識しております。 

 当該事象による負ののれん発生益の計上額は、15,475百万円であります。なお、負ののれん発生益は特

別利益のため、上記セグメント利益には含まれておりません。 
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2021年10月１日 至 2022年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報 

（単位：百万円）

 報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）２ 

 
戸建関連 

事業 
マンション

事業 
収益不動産 

事業 
その他 

プレサンス
コーポレー

ション 
計 

売上高         

顧客との契約か

ら生じる収益 
371,794 24,858 88,282 51,607 102,820 639,363 4 639,367 

その他の収益 4,764 - 18,120 2,584 2,296 27,765 - 27,765 

外部顧客への売

上高 
376,558 24,858 106,403 54,192 105,116 667,129 4 667,133 

セグメント間の 

内部売上高又は

振替高 

- - 1,368 112 - 1,480 △1,480 - 

計 376,558 24,858 107,772 54,304 105,116 668,610 △1,476 667,133 

セグメント利益 48,588 1,932 12,855 7,159 14,766 85,302 △1,332 83,969 

（注）１．セグメント利益の調整額△1,332百万円には、セグメント間取引消去△688百万円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△648百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

２.報告セグメントの変更等に関する事項 

 「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過的

な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載 

しておりません。 

 

３.報告セグメントの利益又は損失の算定方法の変更 

 当社グループは、2022年１月１日付で持株会社体制へ移行したことに伴い、第２四半期会計期間より、全

社費用の各報告セグメントへの配分方法を変更しております。 

 なお、当該変更によるセグメント利益又は損失に与える影響は軽微であります。 

 また、前第３四半期連結累計期間のセグメント利益については、持株会社移行後の算定方法によることが 

困難であることから、持株会社移行前の算定方法によっております。 
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（収益認識関係） 

 顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。 

（１株当たり情報） 

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。 

 
前第３四半期連結累計期間 
（自 2020年10月１日 

至 2021年６月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 2021年10月１日 

至 2022年６月30日） 

(1) １株当たり四半期純利益 405.04円 447.66円 

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 

（百万円） 
51,001 56,229 

普通株主に帰属しない金額（百万円） - - 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（百万円） 
51,001 56,229 

普通株式の期中平均株式数（株） 125,917,025 125,607,915 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 403.48円 446.62円 

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 

（百万円） 
- - 

普通株式増加数（株） 486,331 293,319 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

- - 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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２【その他】 

 2022年５月13日開催の取締役会において、2022年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次の

とおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

(イ）配当金の総額………………………………………7,829百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………62円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2022年６月10日 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
該当事項はありません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年８月12日

株式会社オープンハウスグループ 

 取 締 役 会 御中 
 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ 

       東 京 事 務 所 

 
 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士 

 

香 川  順

 
   

 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士 

 

福 島  啓 之

 
  

監査人の結論 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オープン

ハウスグループ(旧会社名 株式会社オープンハウス)の2021年10月1日から2022年9月30日までの連結会計年度の第3四半期

連結会計期間（2022年４月1日から2022年６月30日まで）及び第3四半期連結累計期間（2021年10月1日から2022年６月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め 

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オープンハウスグループ(旧会社名 株式会社オープンハウ

ス)及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正

に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。 

 

監査人の結論の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ 

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責 

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し 

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入 

手したと判断している。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財 

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を 

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適 

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続 

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

 監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任 

 監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期 

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ 

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期

連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。 

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。 

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。 

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。 

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。 

 

利害関係 

 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

以 上 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

      ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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【表紙】 
 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 2022年８月12日 

【会社名】 
株式会社オープンハウスグループ 

（旧会社名 株式会社オープンハウス） 

【英訳名】 
Open House Group Co., Ltd. 

（旧英訳名 Open House Co., Ltd.） 

 
（注）2022年１月１日付の持株会社体制への移行に伴い、社名を上記のとお

り変更いたしました。 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 荒井 正昭 

【最高財務責任者の役職氏名】 専務取締役ＣＦＯ 若旅 孝太郎 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

 当社代表取締役荒井正昭及び最高財務責任者若旅孝太郎は、当社の第26期第３四半期（自2022年4月1日 至2022年

６月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

 

２【特記事項】 

 特記すべき事項はありません。 

 


